
保護者のみなさまへ                    吉 賀 町 教 育 委 員 会 

（℡７７—１２８５） 

 

（令和３年度 就 学
しゅうがく

援助
えんじょ

制度
せいど

について） 

 

吉賀
よ し か

町
ちょう

では、お子
こ

さまが学校
がっこう

で安心
あんしん

して勉 強
べんきょう

できるよう経済的
けいざいてき

にお困
こま

りのご家庭
か て い

に対
たい

して、学用品費
がくようひんひ

などの費用
ひ よ う

を援助
えんじょ

する制度
せ い ど

があります。この制度
せ い ど

は保護者
ほ ご し ゃ

の申請
しんせい

により、

所得
しょとく

状 況
じょうきょう

等
とう

を勘案
かんあん

し、民生
みんせい

児童
じ ど う

委員
い い ん

の意見
い け ん

を聞
き

いて教 育
きょういく

委員会
いいんかい

が認定
にんてい

します。 

 援助
えんじょ

の概要
がいよう

は次
つぎ

のとおりですが、詳
くわ

しく知
し

りたい方
かた

は、学校
がっこう

、民生
みんせい

児童
じ ど う

委員
い い ん

または教 育
きょういく

委員会
いいんかい

の就 学
しゅうがく

援助
えんじょ

担当者
たんとうしゃ

へお問い合
と あ

わせください。 

 

１．援助の対象となる世帯 

前年度または当該年度において次のいずれかに該当する方 

  ア．生活保護の受給または停止になった方  イ．町民税が非課税または減免された方  

ウ．個人事業税が減免された方       エ．固定資産税が減免された方  

  オ．国民年金の掛金が減免された方     カ．児童扶養手当を受けておられる方 

  キ．国民健康保険料が減免又は徴収猶予された方 

  ク．生活福祉資金貸付制度による貸付を受けておられる方 

  ケ．家族の休職、離職、離婚、病気、災害等で経済的に不安定な状況である方 

 

★認定所得基準（お子様の属する世帯構成・人数・年齢などによって異なりますが、 

下表をおよその目安にしてください） 

世帯構成（年齢例） 
所得基準概算額 

（同一生計世帯全員の所得合計）※ 

2人 34・11歳 約 １６０万円 

3人 36・10・14歳 約 ２７７万円 

4人 40・39・14・

10歳 
約 ２８０万円 

5人 45・40・14・

10・8歳 
約 ３３０万円 

     ※所得とは、総収入金額ではなく、給与所得控除等必要経費を差し引いた額です。 

（所得証明書の所得欄の金額） 

 

 



２．援助内容 おおむね次の区分により予算の範囲内で支給します。 

準要保護児童生徒に対するもの （年間）            （令和３年度基準額） 

費目            小中別 小学校 中学校 

学用品費 １１，６３０円 ２２，７３０円 

通学用品費（１年以外の学年） ２，２７０円 ２，２７０円 

新入学児童生徒学用品費（１年生） ５１，０６０円 ６０，０００円 

校外活動費（宿泊なし）  上限 １，６００円  上限   ２，３１０円 

校外活動費（宿泊あり）  上限 ３，６９０円  上限   ６，２１０円 

修学旅行費 上限 ２２，６９０円   上限   ６０，９１０円    

日本スポーツ振興センター掛金 460 円（免除） 460 円（免除） 

体育実技 

用具費 

スキー（レンタル料含む）  上限 １，４００円 上限 ２，１００円 

柔道  貸  与 

クラブ活動費  上限 ２，７６０円 上限   ３０，１５０円 

生徒会費（学級費含む）  上限 ４，６５０円 上限   ５，５５０円 

ＰＴＡ会費  上限 ３，４５０円 上限   ４，２６０円 

卒業アルバム代等 上限 １１，０００円 上限 ８，８００円 

※体育実技用具費、クラブ活動費は、当該活動を行う児童生徒全員が購入するものに限ります。 

 中学校のクラブ活動費（部活動費）は領収書（原則新年度４月以降購入したもの）が必要です。 

※通学費(通学距離片道2km 以上で公共交通機関を利用する場合)と医療費は、町補助事業により援助。 

※生活保護（教育扶助）を受けておられる方は、「修学旅行費」、「卒業アルバム代等」が援助の対象となります。 

※新入学児童生徒学用品費について３月中にお支払いします。 

３．申請方法   

  援助を希望される方は、『認定申請書』に必要事項を記入し、上の学年（中学３年生を除く）の児

童生徒が現在在籍している学校へ提出してください。小学校入学前の方は入学を予定している小学

校へ提出してください。申請書用紙は学校、教育委員会にあります。認定にあたっては、担当の民

生児童委員が家庭の状況をお聞きする場合がありますのでご了承ください。 

※なお、今年1 月1 日に、吉賀町以外の市町村に住民票があった場合は、その住居地の同一生計内世帯全

員の所得課税証明書等の添付が必要です。また、課税台帳等関係公簿の閲覧を承諾されない場合も、同一

生計内世帯全員の所得課税証明書等の添付が必要です。 

（年度途中で認定を希望される場合も随時申請を受け付けています。学校を通じて月の末日までに

申請書を教育委員会に提出した場合、翌月からの認定になります。） 

４．認定通知 

  援助額、支給方法等あわせて３月上旬にお知らせします。問い合わせ先下記のとおり 

  ○ 各学校の就学援助担当者          電話  

  ○ 吉賀町教育委員会 就学援助担当      電話 ７７－１２８５ 


